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報告第１２号 

 

   訴訟上の和解に係る専決処分の報告について 

 

 建物明渡等請求事件（枚方簡易裁判所平成２８年（ハ）第６９０号）に係る和解につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 専決処分の日     平成２８年９月２９日 

２ 和解の相手方                

                        

３ 和 解 の 内 容     (1) 大東市（以下「市」という。）は、和解の相手方（以下「相

手方」という。）に対し、平成２８年２月２７日限りをもっ

て行った建物（以下「本件建物」という。）の入居承認の取

消を、和解期日をもって撤回し、本件建物についての賃貸

借契約（以下「本件賃貸借契約」という。）は、和解期日以

降、存続することを確認する。 

             (2) 市及び相手方は、相手方が、市に対し、平成２８年９月

１６日、本件建物にかかる滞納家賃３１万５６００円及び

平成２８年２月２８日から同年９月３０日までの賃料相当

損害金３４万１１００円のうち、１３万４４００円を支払

ったことを相互に確認する。 

             (3) 相手方は、市に対し、上記(2)の賃料相当損害金の残額 
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              ２０万６７００円の支払義務があることを認め、相手方は、

市に対し、同金員を次のとおり分割して、市に持参または

送金して支払う。ただし、送金手数料は相手方の負担とす

る。 

              ア 平成２８年１０月から平成３０年５月まで毎月末日限

り１万円ずつ 

              イ 平成３０年６月３０日限り６７００円 

             (4) 相手方が上記(3)の分割金の支払を２回以上怠ったとき

は、当然に上記(3)の期限の利益を喪失し、相手方は、市に

対し、上記(3)の金員から既払額を控除した残金を上記(3)

と同じ方法で直ちに支払う。 

             (5) 次のいずれかに該当したときは、本件賃貸借契約は当然

解除となる。 

              ア 相手方が本件賃貸借契約に基づく賃料（大東市営住宅

条例第１５条に基づき毎年決定される金額）の支払を２

回以上怠ったとき 

              イ 相手方が上記(3)の分割金の支払を２回以上怠ったと

き 

             (6) 上記(5)により本件賃貸借契約が解除となったときは、

相手方は、市に対し、直ちに本件建物を明け渡す。 

             (7) 相手方は、上記(6)により本件建物を明け渡したときに

本件建物内に残置した動産については、すべてその所有権

を放棄し、市が自由処分することに異議がない。ただし、

その処分費用は相手方の負担とする。 

             (8) 本件賃貸借契約が解除となったときは、相手方は、市に

対し、本件賃貸借契約が解除された日の翌日から本件建物

明渡済みまで１か月４万８２００円の割合による賃料相当

損害金を支払う。 

             (9) 市は、その余の請求を放棄する。 

             (10) 市及び相手方は、市と相手方との間には、本件に関し、
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和解条項に定めるもののほかに何らの債権債務がないこと

を相互に確認する。 

             (11) 訴訟費用は各自の負担とする。 

４ 和 解 の 理 由     建物明渡等請求事件の審理の中で、相手方が継続して本件建

物に居住したいとの意向を示した上で、滞納家賃の全額およ

び賃料相当損害金の一部を納付し、併せて、賃料相当損害金

残額を２年以内で完納とすること、ならびに今後発生する家

賃を滞納しないことを条件として受け入れたため。 
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議案第７７号 

 

大東市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

大東市固定資産評価審査委員会委員 橋本 正幸氏の任期が、平成２９年３月２３日満

了するにつき、同氏を再度選任いたしたく、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

４２３条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

平成２８年１１月２９日提出  

 

大東市長  東 坂  浩 一 

 

 

 

 

 

     住  所              

   氏  名   橋 本  正 幸 

   生年月日              

 

 

 

 

   公  職  歴 

昭和５３年 ４月 ～ 平成１６年 ３月   大東市奉職 

平成１９年 ５月 ～ 現在         保護司 

平成２３年 ３月 ～ 現在         大東市固定資産評価審査委員会委員  
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議案第７８号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員 小松 崇氏の任期が、平成２９年６月３０日満了するにつき、法務大臣

に対し、同氏を再度推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６

条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

   住  所               

   氏  名    小 松  崇 

   生年月日               

 

 

 

 

   公  職  歴 

昭和６０年 ６月 ～ 現在   保護司 

平成 ７年 ７月 ～ 現在   人権擁護委員 
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議案第７９号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員 橋川 加代子氏の任期が、平成２９年６月３０日満了するにつき、法務

大臣に対し、同氏を再度推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）

第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

   住  所               

   氏  名    橋 川  加 代 子 

   生年月日               

 

 

 

 

   公  職  歴 

平成１４年 ５月 ～ 現在   人権擁護委員  
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議案第８０号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員 加戸 夕起子氏の任期が、平成２９年６月３０日満了するにつき、法務

大臣に対し、同氏を再度推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）

第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

   住  所               

   氏  名    加 戸  夕 起 子 

   生年月日               

 

 

 

 

   公  職  歴 

平成１３年１２月 ～ 平成１９年１１月   民生委員 

平成１３年１２月 ～ 平成１９年１１月   児童委員 

平成１７年 ７月 ～ 現在         人権擁護委員 
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議案第８１号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員 間野 功雄氏の任期が、平成２９年６月３０日満了するにつき、法務大

臣に対し、同氏を再度推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第

６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

   住  所               

   氏  名    間 野  功 雄 

   生年月日               

 

 

 

 

   公  職  歴 

平成２６年 ７月 ～ 現在   人権擁護委員 
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議案第８２号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員 植田 文子氏の任期が、平成２９年６月３０日満了するにつき、その後

任として法務大臣に対し、次の者を推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭和２４年法律第

１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

   住  所               

   氏  名    松 川  正 義 

   生年月日               

 

 

 

 

   公  職  歴 

昭和５０年 ７月 ～ 平成２８年 ３月   大東市奉職 
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議案第８３号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員 柿木 保恵氏の任期が、平成２９年６月３０日満了するにつき、その後

任として法務大臣に対し、次の者を推薦いたしたく、人権擁護委員法（昭和２４年法律第

１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

   住  所               

   氏  名    橘  敏 和 

   生年月日               

 

 

 

 

   公  職  歴 

昭和４６年 ４月        大東市奉職 

平成２３年 ４月        街づくり部長 

平成２４年 ４月 ～ 現在   大東市再任用職員 
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議案第８４号 

 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次のとおり路線を認

定することについて、議会の議決を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

認定する路線 

１ 御供田三丁目１０号線   （起点）大東市御供田三丁目２０番５先 

               （終点）大東市御供田三丁目２０番８先 

 

２ 北条六丁目１７号線    （起点）大東市北条六丁目１４３８番８先 

               （終点）大東市北条六丁目１４３８番１３先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定により築造された開発道路お

よび本市へ無償寄付された道路を市道として認定するため。  
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議案第８５号 

 

   財産の無償譲渡について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、次のとお

り財産を無償で譲渡することについて、議会の議決を求める。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

１ 無償譲渡する財産 

 土地 

所在地番 地積（㎡） 地目 

四條畷市北出町１７６番１１ ２４５㎡のうち持分３分の２ 学校用地 

四條畷市北出町１７６番１３ ２６８㎡のうち持分３分の２ 学校用地 

四條畷市北出町１７６番１５ １,００２㎡のうち持分３分の２ 学校用地 

 

２ 無償譲渡の相手方    箕面市白島三丁目５番５０号 

              社会福祉法人 大阪府社会福祉事業団 

              理事長  髙 木  哲 夫 

３ 無償譲渡する日     平成２９年４月１日 

４ 無償譲渡する理由    養護老人ホーム等の利用に供することにより、本市の高齢

者福祉サービスの向上に寄与するため。 

  



- 13 - 

 

議案第８６号 

 

大東市立北条人権文化センターの指定管理者の指定について 

 

大東市立北条人権文化センターの指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立北条人権文化センター 

２ 指 定 管 理 者     大東市北条四丁目２番１２号 

特定非営利活動法人 ほうじょう 

３ 指 定 の 期 間     平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 
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議案第８７号 

 

大東市立野崎人権文化センターの指定管理者の指定について 

 

大東市立野崎人権文化センターの指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立野崎人権文化センター 

２ 指 定 管 理 者     大東市野崎一丁目１２番６号 

特定非営利活動法人 大東野崎人権協会 

３ 指 定 の 期 間     平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 
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議案第８８号 

 

大東市立菊水温泉の指定管理者の指定について 

 

大東市立菊水温泉の指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一 

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立菊水温泉 

２ 指 定 管 理 者     大東市北条四丁目７番３２号 

菊水温泉浴場運営委員会 

３ 指 定 の 期 間     平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日まで 
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議案第８９号 

 

   大東市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 平成２９年４月１日から機構改革を実施すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市事務分掌条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市事務分掌条例（平成６年条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 

 題名を次のように改める。 

   大東市長の内部組織の設置および分掌事務に関する条例 

 第３条を削る。 

第２条の見出しを「（分掌事務）」に改め、同条第１項および第２項中「事務分掌」を「分

掌する事務」に改め、同条第３項中「事務分掌」を「分掌する事務」に改め、同項中第６

号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第１５号までを１号ずつ繰り上げ、同項に次

の２号を加える。 

 (15) 産業の振興に関すること。 

 (16) 労働行政に関すること。 

第２条第４項中「事務分掌」を「分掌する事務」に改め、同項中第１４号を第１５号と

し、第１３号の次に次の１号を加える。 

 (14) 徴収困難な債権の回収に関すること。 

第２条第５項中「事務分掌」を「分掌する事務」に改め、同項中第５号および第６号を

削り、第７号を第５号とし、第８号から第１４号までを２号ずつ繰り上げ、同条第６項か

ら第８項までの規定中「事務分掌」を「分掌する事務」に改め、同条を第３条とする。 

第１条の見出しを「（内部組織の設置）」に改め、同条各号列記以外の部分を次のように

改める。 

   市長の直近下位の内部組織を、次のとおり設置する。 

第１条を第２条とし、第１条として次の１条を加える。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項の規定に

基づき、市長の直近下位の内部組織の設置およびその分掌する事務について、必要な事

項を定めるものとする。 
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 第３条の次に次の１条を加える。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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議案第９０号 

 

   大東市地域の伝統文化の継承および都市魅力の向上に資する事業に関する条 

例について 

 

 大東市地域の伝統文化の継承および都市魅力の向上に資する事業に関する条例を次のと

おり制定する。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 地域の伝統文化の継承および都市魅力の向上に資する事業を実施するにあたり、必要な

事項を定めるため。 
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大東市地域の伝統文化の継承および都市魅力の向上に資する事業に関する 

条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 （目的） 

第１条 この条例は、大東市市制施行６０周年を記念し、地域に根ざした伝統および文化

を市民の財産として育み、次代に引き継ぐとともに、本市の都市魅力の向上に資するた

めの事業を実施することについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 （だんじり集結プロジェクト事業） 

第２条 市長は、「だんじり（規則で定めるものを含む。）」が集結する事業（以下「だんじ

り集結プロジェクト事業」という。）を実施するものとする。 

２ だんじり集結プロジェクト事業に参加することを表明した第５条第１項に定める地域

団体（以下第５条を除き「地域団体」という。）等は、自主的かつ主体的な活動の一環と

して参加するものとする。 

 （だんじり文化継承事業） 

第３条 地域団体は、「だんじり（規則で定めるものを含む。）」を介して地域の伝統文化を

継承する事業（以下「だんじり文化継承事業」という。）を実施することができる。当該

事業の実施にあたっては、複数の地域団体が共同により実施することができる。 

 （地域文化継承推進事業） 

第４条 第６条第１項に定める住民自治団体（以下第６条を除き「住民自治団体」という。）

は、規則で定めるところにより、地域の伝統文化の継承を推進する事業（以下「地域文

化継承推進事業」という。）を実施することができる。当該事業の実施にあたっては、複

数の住民自治団体が共同により実施することができる。 

（地域団体） 

第５条 この条例において地域団体とは、郷土に根ざした伝統文化の行事を行うため、そ

の象徴として他に代替できない「だんじり（規則で定めるものを含む。）」を所有および

使用している団体で、主として本市の区域内に住所を有する者の地縁に基づいて形成さ

れたものをいう。 
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２ 前項に定めるもののほか、地域団体に関することは、規則で定める。 

 （住民自治団体） 

第６条 この条例において住民自治団体は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第２６０条の２第１項に規定する地縁による団体等をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、住民自治団体に関することは、規則で定める。 

（集結参加補助金、だんじり継承補助金および地域継承推進補助金の交付） 

第７条 市長は、「だんじり（規則で定めるものを含む。）」を介してだんじり集結プロジェ

クト事業に参加する地域団体に対し、当該事業に参加するための経費（当該事業に参加

するための準備に要した経費を含む。）として、大東市だんじり集結プロジェクト事業参

加補助金（以下「集結参加補助金」という。）を交付することができる。 

２ 市長は、「だんじり（規則で定めるものを除く。）」を介してだんじり文化継承事業を実

施する地域団体に対し、当該事業を実施するための経費として、大東市だんじり文化継

承補助金（以下「だんじり継承補助金」という。）を交付することができる。 

３ 市長は、地域文化継承推進事業を実施する住民自治団体（規則で定めるものを除く。

次条第３項において同じ。）に対し、当該事業を実施するための経費として、大東市地域

文化継承推進補助金（以下「地域継承推進補助金」という。）を交付することができる。 

 （集結参加補助金、だんじり継承補助金および地域継承推進補助金の額等） 

第８条 前条第１項に規定する集結参加補助金の額は、予算の範囲内において、１の地域

団体につき５０万円（規則で定めるものを介する場合にあっては、２５万円）を上限と

する。 

２ 前条第２項に規定するだんじり継承補助金の額は、予算の範囲内において、１の地域

団体につき５０万円（複数の「だんじり（規則で定めるものを除く。）」を所有および使

用する地域団体にあっては、１００万円）を上限とする。 

３ 前条第３項に規定する地域継承推進補助金の額は、予算の範囲内において、１の住民

自治団体につき２５万円を上限とする。 

４ 集結参加補助金、だんじり継承補助金および地域継承推進補助金（以下「参加・継承

補助金」という。）の交付は１回限りとする。ただし、交付する参加・継承補助金の額が、

前３項に定めるそれぞれの上限の額に満たない場合は、規則で定める参加・継承補助金

の交付の時期の範囲内において、それぞれの上限の額に達するまで、２回以上に分けて

交付することができる。 
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５ 前４項に定めるもののほか、参加・継承補助金の対象となる経費およびその他交付等

に関することは、規則で定める。 

 （事業中止等の場合における参加補助金） 

第９条 雨天その他の理由により、だんじり集結プロジェクト事業が中止等となった場合

は、地域団体がだんじり集結プロジェクト事業に参加するための準備に要した経費とし

て、規則で定めるところにより、前条第１項に定める集結参加補助金の額の一部を交付

することができる。 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、だんじり集結プロジェクト事業、だんじり文化

継承事業および地域文化継承推進事業に関することは、規則で定める。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、規則で定める日から適用する。ただし、第３条、

第４条、第６条、第７条第２項および第３項、第８条第２項から第４項（だんじり継承

補助金および地域継承推進補助金に係る規定に限る。）までならびに第１０条（だんじり

文化継承事業および地域文化継承推進事業に係る規定に限る。）の規定は、平成２９年４

月１日から施行する。 

 （この条例の効力） 

２ この条例の効力は、規則で定める日までとする。 
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議案第９１号 

 

   大東市職員の退職手当に関する条例および大東市に勤務する企業職員の給与 

の種類および基準に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市職員の退職手当に関する条例および大東市に勤務する企業職員の給与の種類およ

び基準に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

                    大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１７号）が平成２９年１月１日

から施行されることにより、国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）が改正

されることにかんがみ、所要の改正を行うため。
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   大東市職員の退職手当に関する条例および大東市に勤務する企業職員の給与 

の種類および基準に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 （大東市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 大東市職員の退職手当に関する条例（平成７年条例第３１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

  第１０条第５項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を同法

第５条第１項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続被保険者」を「高年齢被保険

者」に改め、同項第２号中「第３７条の４第３項前段」を「第３７条の４第３項」に改

め、同条第６項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を同法第

５条第１項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続被保険者」を「高年齢被保険者」

に改め、同条第１１項中「または広域求職活動費」を「または求職活動支援費」に改め、

同項第６号を次のように改める。 

(6) 求職活動に伴い雇用保険法第５９条第１項各号のいずれかに該当する行為をする

者 同条第２項に規定する求職活動支援費の額に相当する金額 

第１０条第１５項中「規定は、」の次に「第５項または第６項の規定による退職手当の

支給を受けることができる者（第５項または第６項の規定により退職手当の支給を受け

た者であって、当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算して１年を経過して

いないものを含む。）および」を加え、「これら」を「第７項または第８項」に改める。 

 

 （大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部改正） 

第２条 大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（昭和４０年条

例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

  第１５条第５項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公営企業の事業を同法

第５条第１項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続被保険者」を「高年齢被保険

者」に改め、同条第７項中「広域求職活動費」を「求職活動支援費」に改める。 
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付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

 （大東市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２条 退職職員（退職した大東市職員の退職手当に関する条例第２条に規定する職員を

いう。以下同じ。）であって、退職職員が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務

を雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第５条第１項に規定する適用事業とみなし

たならば雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１７号）第２条の規定

による改正前の雇用保険法第６条第１号に掲げる者に該当するものにつき、この条例の

規定による改正後の大東市職員の退職手当に関する条例（以下「新条例」という。）第 

１０条第５項または第６項の勤続期間を計算する場合における大東市職員の退職手当に

関する条例第７条の規定の適用については、同条第１項中「在職期間」とあるのは「在

職期間（雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１７号）の施行の日（以

下「雇用保険法改正法施行日」という。）前の在職期間を有する者にあっては、雇用保険

法改正法施行日以後の職員としての引き続いた在職期間）」と、同条第２項中「月数」と

あるのは「月数（雇用保険法改正法施行日前の在職期間を有する者にあっては、雇用保

険法改正法施行日の属する月から退職した日の属する月までの月数（退職した日が雇用

保険法改正法施行日前である場合にあっては、０））」とする。 

第３条 新条例第１０条第１１項（第６号に係る部分に限り、同条第１５項において準用

する場合を含む。）の規定は、退職職員であって求職活動に伴いこの条例の施行の日（以

下「施行日」という。）以後に同号に規定する行為（当該行為に関し、この条例による改

正前の大東市職員の退職手当に関する条例（以下「旧条例」という。）第１０条第１１項

第６号に掲げる広域求職活動費に相当する退職手当が支給されている場合における当該

行為を除く。）をしたもの（施行日前１年以内に旧条例第１０条第５項または第６項の規

定による退職手当の支給を受けることができる者となった者であって施行日以後に新条

例第１０条第５項から第８項までの規定による退職手当の支給を受けることができる者

となっていないものを除く。）について適用し、退職職員であって施行日前に公共職業安

定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動をしたものに対する広域求職活動費に

相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 



- 26 - 

 

第４条 新条例第１０条第１５項において準用する同条第１１項（第４号に係る部分に限

る。）の規定は、退職職員であって施行日以後に職業に就いたものについて適用し、退職

職員であって施行日前に職業に就いたものに対する大東市職員の退職手当に関する条例

第１０条第１１項第４号に掲げる就業促進手当に相当する退職手当の支給については、

なお従前の例による。 

第５条 施行日前に旧条例第１０条第５項または第６項の規定による退職手当の支給を受

けることができる者となった者（施行日以後に新条例第１０条第５項から第８項までの

規定による退職手当の支給を受けることができる者となった者を除く。）に対する大東

市職員の退職手当に関する条例第１０条第１１項第５号に掲げる移転費に相当する退職

手当の支給については、なお従前の例による。 
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議案第９２号 

 

   大東市市税条例等の一部を改正する条例について 

 

 大東市市税条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）が、平成２８年４月

１日付けで施行されたことに伴い、急を要する部分は専決処分を行ったが、同日以降に係

る施行分について、関係規定の一部改正を行う必要等があるため。 



- 28 - 

 

大東市市税条例等の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

（大東市市税条例の一部改正） 

第１条 大東市市税条例（平成３年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

第１９条中「および第２号」を「、第２号および第５号」に、「当該各号」を「第１号

から第４号まで」に改め、「掲げる期間」の次に「ならびに第５号および第６号に定める

日までの期間」を加え、同条第２号中「第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第

１項、第２項、第４項または第１９項の規定による申告書に限る。）、」を削り、同条第３

号中「第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項および第２３項の申告書を

除く。）、」を削り、同条に次の２号を加える。 

  (5) 第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２項、第４項または第

１９項の規定による申告書に限る。）に係る税額（次号に掲げるものを除く。） 当

該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日 

  (6) 第４８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項および第２３項の申告書を

除く。）でその提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日またはその

日の翌日から１月を経過する日 

  第４３条第１項中「規定によって」を「規定により」に、「においては」を「には」に、

「次項」を「この条」に、「総称する」を「いう」に改め、同条第２項中「次項」の次に

「および第４項」を加え、同条第３項中「変更し」を「変更し、」に、「から第１項」を

「から同項」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ４ 第２項の場合において、所得税の納税義務者が修正申告書を提出し、または国の税

務官署が所得税の更正（納付すべき税額を増加させるものに限り、これに類するもの

を含む。以下この項において「増額更正」という。）をしたとき（国の税務官署が所得

税の更正（納付すべき税額を減少させるものに限り、これに類するものを含む。以下

この項において「減額更正」という。）をしたことに基因して、第１項の規定によ

りその賦課した税額が減少した後に、その賦課した税額が増加したときに限る。）
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は、その追徴すべき不足税額（当該減額更正前に賦課した税額から当該減額更正に基

因して変更した税額を控除した金額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するま

での部分に相当する税額に限る。以下この項において同じ。）については、次に掲げる

期間（令第４８条の９の９第４項各号に掲げる市民税にあっては、第１号に掲げる期

間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

  (1) 第４０条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税

通知書が発せられた日までの期間 

  (2) 当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日（当該減

額更正が更正の請求に基づくものである場合には、同日の翌日から起算して１年を

経過する日）の翌日から増額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せ

られた日までの期間 

  第４８条第３項および第４項中「の申告書」を「に規定する申告書」に、「場合で」を

「場合において、」に改め、同条第６項を同条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、

同条第４項の次に次の１項を加える。 

 ５ 第３項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項

において「修正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告書に係る市民税

について同条第１項、第２項、第４項または第１９項に規定する申告書（以下この項

において「当初申告書」という。）が提出されており、かつ、当該当初申告書の提出に

より納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを含む。以下この項におい

て「減額更正」という。）があった後に、当該修正申告書が提出されたときに限る。）

は、当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額

（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限

る。）については、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

が法第３２１条の１１第１項または第３項の規定による更正があるべきことを予知し

て提出した修正申告書に係る市民税または令第４８条の１６の２第３項に規定する市

民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から

控除する。 

  (1) 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が当該申

告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日から当該減額

更正の通知をした日までの期間 
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  (2) 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの（法人

税に係る更正によるものを除く。）である場合または法人税に係る更正（法人税に係

る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合には、当該減額更正の通

知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書を提

出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の適用がある場合において、当該修正

申告書がその提出期限前に提出されたときは、当該修正申告書の提出期限）までの

期間 

  第５０条第２項中「についても」を「がある場合には、」に、「によるものとする。な

お」を「とし」に、「ときは」を「場合には」に改め、同条第３項中「の申告書」を「に

規定する申告書」に、「場合にあっては」を「場合には」に改め、「受けたこと」の次に

「。次項第２号において同じ。」を加え、同条に次の１項を加える。 

 ４ 第２項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項

において「修正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告書に係る市民税

について同条第１項、第２項、第４項または第１９項に規定する申告書（以下この項

において「当初申告書」という。）が提出されており、かつ、当該当初申告書の提出に

より納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを含む。以下この項におい

て「減額更正」という。）があった後に、当該修正申告書が提出されたときに限る。）

は、当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額

（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限

る。）については、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人

が提出した修正申告書に係る市民税または令第４８条の１５の５第３項に規定する市

民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から

控除する。 

  (1) 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が当該申

告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日から当該減額

更正の通知をした日までの期間 

  (2) 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの（法人

税に係る更正によるものを除く。）である場合または法人税に係る更正（法人税に係

る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合には、当該減額更正の通

知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書に係
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る更正の通知をした日までの期間 

  付則第６条を次のように改める。 

  （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

 第６条 平成３０年度から平成３４年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法附則

第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４条の２の規定による控除につ

いては、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項（第２

号を除く。）」と、「まで」とあるのは「までならびに法附則第４条の４第３項の規

定により読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分に限

る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

付則第１６条第２項中「規定する」を「掲げる」に、「平成２７年４月１日から平成 

２８年３月３１日まで」を「平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、

「において、平成２８年度」を「には、平成２９年度」に改める。 

  付則第１６条第３項中「平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで」を「平

成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、「において、平成２８年度」を「に

は、平成２９年度」に改める。 

  付則第１６条第４項中「平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで」を「平

成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、「において、平成２８年度」を「に

は、平成２９年度」に改める。 

  付則第１９条の４第１項中「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条第２項

第１号中「付則第１９条の４第１項」を「付則第１９条の４の２第１項」に改め、同項

第２号中「、付則第７条第１項、付則第７条の３第１項および付則第７条の３の２第１

項」を「ならびに付則第７条第１項、第７条の３第１項および第７条の３の２第１項」

に、「付則第１９条の４第１項」を「付則第１９条の４の２第１項」に改め、同項第３号

中「付則第１９条の４第１項」を「付則第１９条の４の２第１項」に、「租税条約等実施

特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関す

る法律（昭和４４年法律第４６号）」に、「特定給付補てん金等に係る雑所得等の

金額」を「特定給付補塡金等に係る雑所得等の金額」に改め、同項第４号中「付則第 

１９条の４第１項」を「付則第１９条の４の２第１項」に改め、同条第３項中「第３３

条および」を「同条および」に、「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条第５

項第１号中「付則第１９条の４第３項」を「付則第１９条の４の２第３項後段」に改め、
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同項第２号中「、付則第７条第１項、付則第７条の３第１項および付則第７条の３の２

第１項」を「ならびに付則第７条第１項、第７条の３第１項および第７条の３の２第１

項」に、「付則第１９条の４第３項」を「付則第１９条の４の２第３項後段」に改め、 

「、第３４条の９第１項中「第３３条第４項」とあるのは「付則第１９条の４第４項」

と」を削り、同項第３号中「付則第１９条の４第３項」を「付則第１９条の４の２第３

項後段」に、「租税条約等実施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）」に、「または配当所得」

を「もしくは配当所得」に改め、同項第４号中「付則第１９条の４第３項」を「付則第

１９条の４の２第３項後段」に改め、同条第６項中「付則第１９条の４第３項」を「付

則第１９条の４の２第３項前段」に改め、同条を付則第１９条の４の２とし、付則第 

１９条の３の次に次の１条を加える。 

  （特例適用利子等および特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

 第１９条の４ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号。以下「外

国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項に規定する特例適用利子等、外

国居住者等所得相互免除法第１２条第５項に規定する特例適用利子等または外国居住

者等所得相互免除法第１６条第２項に規定する特例適用利子等については、第３３条

および第３４条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の外国居住

者等所得相互免除法第８条第２項（外国居住者等所得相互免除法第１２条第５項およ

び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以

下この項において「特例適用利子等の額」という。）に対し、特例適用利子等の額（次

項第１号の規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には、そ

の適用後の金額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所

得割を課する。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

  (1) 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所

得金額、付則第１９条の４第１項に規定する特例適用利子等の額」とする。 

  (2) 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項ならびに付則第７条第

１項、第７条の３第１項および第７条の３の２第１項の規定の適用については、第

３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額および付則第１９条の４第１
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項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条の

８、第３４条の９第１項ならびに付則第７条第１項、第７条の３第１項および第７

条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額ならびに付則第１９条

の４第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額および付則第１９条の４第１項の規定による市

民税の所得割の額の合計額」とする。 

  (3) 第３５条の規定の適用については、同条中「または山林所得金額」とあるのは

「もしくは山林所得金額または付則第１９条の４第１項に規定する特例適用利子

等の額」と、「もしくは山林所得金額」とあるのは「もしくは山林所得金額もしくは

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和３７年法律第１４４号）第７条第１０項（同法第１１条第８項および第１５条第

１４項において準用する場合を含む。）に規定する特定対象利子に係る利子所得の

金額、同法第７条第１２項（同法第１１条第９項および第１５条第１５項において

準用する場合を含む。）に規定する特定対象収益分配に係る配当所得の金額、同法第

７条第１６項（同法第１１条第１１項および第１５条第１７項において準用する場

合を含む。）に規定する特定対象懸賞金等に係る一時所得の金額もしくは同法第７

条第１８項（同法第１１条第１２項および第１５条第１８項において準用する場合

を含む。）に規定する特定対象給付補塡金等に係る雑所得等の金額」とする。 

  (4) 付則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額ならびに付則第１９条の４第１項に規定する特例適用利子等の額」

と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額ならびに付則第１９条の

４第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 ３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

に規定する特例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項に規定する

特例適用配当等または外国居住者等所得相互免除法第１６条第３項に規定する特例適

用配当等（次項において「特例適用配当等」という。）については、第３３条第３項お

よび第４項の規定は適用しない。この場合において、当該特例適用配当等については、

同条および第３４条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の外国

居住者等所得相互免除法第８条第４項（外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項

および第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の
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額（以下この項において「特例適用配当等の額」という。）に対し、特例適用配当等の

額（第５項第１号の規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市

民税の所得割を課する。 

 ４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属す

る年度分の第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限までに提出された

ものおよびその提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出さ

れたものに限り、その時までに提出された第３６条の３第１項に規定する確定申告書

を含む。）に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（これらの申

告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含

む。）に限り、適用する。 

 ５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

  (1) 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所

得金額、付則第１９条の４第３項後段に規定する特例適用配当等の額」とする。 

  (2) 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項ならびに付則第７条第

１項、第７条の３第１項および第７条の３の２第１項の規定の適用については、第

３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額および付則第１９条の４第３

項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条

の８、第３４条の９第１項ならびに付則第７条第１項、第７条の３第１項および第

７条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額ならびに付則第１９

条の４第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額および付則第１９条の４第３項後段の規

定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

  (3) 第３５条の規定の適用については、同条中「または山林所得金額」とあるのは

「もしくは山林所得金額または付則第１９条の４第３項後段に規定する特例適用

配当等の額」と、「もしくは山林所得金額」とあるのは「もしくは山林所得金額もし

くは外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法

律（昭和３７年法律第１４４号）第７条第１４項（同法第１１条第１０項および第

１５条第１６項において準用する場合を含む。）に規定する申告不要特定対象配当

等に係る利子所得の金額もしくは配当所得の金額」とする。 
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  (4) 付則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額ならびに付則第１９条の４第３項後段に規定する特例適用配当等

の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額ならびに付則第 

１９条の４第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

（大東市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大東市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

付則第５条第７項中「、新条例」を「、大東市市税条例」に、「掲げる新条例」を

「掲げる同条例」に改め、同項の表第１９条第３号の項中「第４８条第１項の申告書

（法第３２１条の８第２２項および第２３項の申告書を除く。）、」を削る。 

 

   付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中大東市市税条例第１９条、第４３条、第４８条および第５０条の改正規定

ならびに同条例付則第１９条の４の改正規定および同条を付則第１９条の４の２と

し、付則第１９条の３の次に１条を加える改正規定ならびに第２条の規定ならびに次

条第１項、第３項および第４項の規定 平成２９年１月１日 

 (2) 第１条中大東市市税条例付則第１６条の改正規定および付則第３条の規定 平成 

２９年４月１日 

 (3) 第１条中大東市市税条例付則第６条の改正規定および次条第２項の規定 平成３０

年１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の大東市市税条例（以下「新条例」という。）第４３条

第４項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に新条例第４３条第２項に規

定する納期限が到来する個人の市民税に係る延滞金について適用する。 

２ 新条例付則第６条の規定は、平成３０年度以後の年度分の個人の市民税について適用

する。 
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３ 新条例付則第１９条の４の規定は、平成２９年１月１日以後に支払を受けるべき外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年

法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定

する特例適用利子等もしくは同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等または同法

第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当

等もしくは同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る個人の市民税について

適用する。 

４ 新条例第４８条第５項および第５０条第４項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施

行の日以後に新条例第４８条第３項または第５０条第２項に規定する納期限が到来する

法人の市民税に係る延滞金について適用する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、平成２９年度以後の年度分の軽自動

車税について適用し、平成２８年度分までの軽自動車税については、なお従前の例によ

る。 
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議案第９３号 

 

大東市農業委員会の選挙による委員の定数条例の全部を改正する条例につい 

て   

 

 大東市農業委員会の委員の定数条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）が平成２８年

４月１日から施行し、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）が改正され

たこと等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市農業委員会の委員の定数条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市農業委員会の選挙による委員の定数条例（昭和３２年条例第７号）の全部を改正

する。 

農業委員会等に関する法律（平成２６年法律第８８号）第８条第２項の規定に基づき、

大東市農業委員会の委員の定数は、１８人とする。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置) 

２ 農業委員会の委員が農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第

６３号）附則第２９条第２項の規定によりなお従前の例により在任する間は、農業委員

会の委員の定数については、なお従前の例による。  
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議案第９４号 

 

   大東市指定地域密着型サービス事業者の指定ならびに指定地域密着型サービ 

スの事業の人員、設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正す 

る条例について 

 

大東市指定地域密着型サービス事業者の指定ならびに指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する

法律（平成２６年法律第８３号）が平成２８年４月１日から施行し、介護保険法（平成９

年法律第１２３号）が改正され、地域密着型サービスに地域密着型通所介護が加えられた

ことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市指定地域密着型サービス事業者の指定ならびに指定地域密着型サービ 

スの事業の人員、設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正す 

る条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市指定地域密着型サービス事業者の指定ならびに指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備および運営に関する基準を定める条例（平成２５年条例第１４号）の一部を次

のように改正する。 

 

 第４条中「第１７条第２項、第６０条第２項」を「第１７条第２項、第３６条第２項、

第４０条の１５第２項、第６０条第２項」に改め、「第１７条第２項第１号」の次に「、第

３６条第２項第１号、第４０条の１５第２項第１号」を、「第１７条第２項第３号」の次

に「、第３６条第２項第３号、第４０条の１５第２項第４号」を加える。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の大東市指定地域密着型サービス事業者の指定ならびに指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準を定める条例第４条の規

定は、この条例の施行の日以後に整備の対象となる記録およびこの条例による改正前の

大東市指定地域密着型サービス事業者の指定ならびに指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備および運営に関する基準を定める条例の規定により保存されている記録につ

いて適用する。 
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議案第９５号 

 

大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

 所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１５号）が平成２９年１月１日か

ら施行されることにより、外国人等の国際運輸業に係る所得に対する相互主義による所得

税等の非課税に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）が改正されることに伴い、所要

の改正を行うため。 
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大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市国民健康保険税条例（平成３年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

付則第１１項を付則第１３項とし、付則第１０項を付則第１２項とし、付則第９項の次

に次の２項を加える。 

 （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１０ 世帯主またはその世帯に属する国民健康保険の被保険者もしくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５

項に規定する特例適用利子等または同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係

る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得および雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第８条および第２３条の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金

額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額ならびに外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）

第８条第２項（同法第１２条第５項および第１６条第２項において準用する場合を含む。）

に規定する特例適用利子等の額（以下この条および第２３条において「特例適用利子等

の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」

とあるのは「山林所得金額ならびに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中

「または山林所得金額」とあるのは「もしくは山林所得金額または特例適用利子等の額」

と、第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額ならびに特例適用利子等の

額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１１ 世帯主またはその世帯に属する国民健康保険の被保険者もしくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８

条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等ま

たは同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得および雑
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所得を有する場合における第３条、第６条、第８条および第２３条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得

金額ならびに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する

法律第８条第４項（同法第１２条第６項および第１６条第３項において準用する場合を

含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この条および第２３条において「特例適用

配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合

計額（」とあるのは「山林所得金額ならびに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条

第２項中「または山林所得金額」とあるのは「もしくは山林所得金額または特例適用配

当等の額」と、第２３条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額ならびに特例適

用配当等の額」とする。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の大東市国民健康保険税条例付則第１０項および第１１項の規

定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項

に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用利子等もしくは同

法第１６条第２項に規定する特例適用利子等または同法第８条第４項に規定する特例適

用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等もしくは同法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等に係る国民健康保険税について適用する。 
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議案第９６号 

 

   大東市地域広場条例について 

 

 大東市地域広場条例を次のとおり制定する。 

 

平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市地域広場に関し、必要な事項を定めるため。 
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大東市地域広場条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 （設置） 

第１条 市民に憩いと集いの場を提供し、地域における市民相互の交流を図るため、大東

市地域広場（以下「地域広場」という。）を設置する。 

 （名称および位置） 

第２条 地域広場の名称および位置は、規則で定める。 

（行為の制限） 

第３条 地域広場において、次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなけ

ればならない。許可を受けた事項を変更しようとする場合も同様とする。 

 (1) 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

 (2) 業として写真または映画を撮影すること。 

 (3) 興行を行うこと。 

 (4) 催しのために地域広場の全部または一部を独占して使用すること。 

２ 市長は、前項各号に掲げる行為が公衆の地域広場の使用に支障を及ぼさないと認める

場合で、かつ、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の利益にならず、または

その利益になるおそれがないと認める場合に限り、同項の許可をすることができる。 

３ 市長は、第１項の許可を行うに当たって、地域広場の管理上必要な範囲内で条件を付

することができる。 

（行為の禁止） 

第４条 地域広場においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、前条第１項ま

たは次条第１項の許可に係るものについて市長が特別に認める場合においては、この限

りでない。 

(1) 地域広場を損傷し、または汚損すること。 

(2) 竹木を伐採し、または植物を採取すること。 

(3) 土地の形質を変更すること。 
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(4) 鳥獣類を捕獲し、または殺傷すること。 

(5) はり札もしくははり紙をし、または広告を表示すること。 

(6) 立入禁止区域に立ち入ること。 

(7) 車両を乗り入れ、または停めておくこと。 

(8) 地域広場を第１条に規定する設置の目的以外の目的に使用すること。 

(9) 前各号に掲げるもののほか、地域広場の管理上支障があると認められること。 

（占用の許可） 

第５条 工作物その他の物件を設けて地域広場を占用しようとする者は、市長の許可を受

けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとする場合も同様とする。 

２ 市長は、公衆の地域広場の使用に支障を及ぼさないと認める場合で、かつ、暴力団の

利益にならず、またはその利益になるおそれがないと認める場合に限り、前項の許可を

することができる。 

３ 市長は、第１項の許可を行うに当たって、地域広場の管理上必要な範囲内で条件を付

することができる。 

（占用料） 

第６条 第３条第１項または前条第１項の許可を受けた者（以下「許可を受けた者」とい

う。）は、別表に掲げる額の占用料を納付しなければならない。 

（占用料の納付） 

第７条 前条の占用料は、第３条第１項または第５条第１項の許可を受けたときに納付し

なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第１項または第５条第１項の許可を受けた期間が複

数年度にわたる場合は、初めの年度の期間に係る占用料については第３条第１項または

第５条第１項の許可を受けたときに、次の年度以後の期間に係る占用料については当該

年度の占用料をその年度の初めに納付しなければならない。 

３ 市長は、特別の事由があると認めるときは、当該年度内において占用料の分納を認め

ることができる。 

（占用料の減免） 

第８条 市長は、許可を受けた者の責に帰することのできない理由によってそれらの許可

に係る行為をすることができなくなった場合その他市長が必要と認める場合は、規則で

定めるところにより、占用料の全部または一部を減額し、または免除することができ
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る。 

（監督処分） 

第９条 市長は、許可を受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、その者に係

る第３条第１項または第５条第１項の許可を取り消し、その効力を停止し、もしくはそ

の条件を変更し、または行為の中止、原状復旧もしくは地域広場からの退去を命ずるこ

とができる。 

(1) この条例またはこの条例の規定に基づく処分に違反した場合 

(2) この条例の規定による許可に付した条件に違反した場合 

(3) 偽りその他不正な手段によりこの条例の規定による許可を受けた場合 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、許可を受けた者に対し、前項に規定

する処分をし、または同項に規定する必要な措置を命ずることができる。 

(1) 地域広場に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

(2) 地域広場の保全または公衆の地域広場の使用に著しい支障が生じた場合 

(3) 地域広場の管理上の理由以外の理由に基づく公益上やむを得ない必要が生じた場合 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （大東市立児童厚生施設条例の廃止） 

２ 大東市立児童厚生施設条例（昭和４５年条例第９号）は、廃止する。 

 

  



- 48 - 

 

別表（第６条関係） 

種類 
単位 

占用料(円) 
数量 期間 

行商、募金、その他これらに類する行為をするこ

と。 
１㎡ １日 ８００ 

業として写真または映画を撮影すること。 １箇所 １時間 ２，０００ 

興行を行うこと。 １㎡ １日 ５４ 

催しのために地域広場の全部または一部を独占し

て使用すること。 
１箇所 １日 ２，０００ 

電柱、支柱、支線柱または支線を設けること。 １本 １年 １，４００ 

水道管、下水道

管、ガス管その他

これらに類するも

のを設けること。 

外径が０．２ｍ未満のもの １ｍ １年 ３００ 

外径が０．２ｍ以上０．４ｍ

未満のもの 
１ｍ １年 ４００ 

外径が０．４ｍ以上１．０ｍ

未満のもの 
１ｍ １年 ９５０ 

外径が１ｍ以上のもの １ｍ １年 １，９００ 

地下構造物を設けること。 １㎡ １年 １，９００ 

郵便差出箱を設けること。 １個 １年 ７６０ 

公衆電話所を設けること。 １個 １年 １，９００ 

標識を設けること。 １本 １年 １，５００ 

工事用板囲、足場、詰所その他工事用材料置場を

設けること。 
１㎡ １月 １，０００ 

はり札もしくはは

り紙をし、または

広告を表示するこ

と。 

一時的に設けるもの 
表示 

面積 

１㎡ 

１月 ７２０ 

その他 
表示 

面積 

１㎡ 

１年 ７，２００ 

備考 単位の計算については、１時間を単位とするものにあっては１時間に満たない端数

は１時間、日を単位とするものにあっては１日に満たない端数は１日、月を単位とす
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るものにあっては１月に満たない端数は１月、年を単位とするものにあっては１年に

満たない端数は１年、１平方メートルを単位とするものにあっては１平方メートルに

満たない端数は１平方メートル、１メートルを単位とするものにあっては１メートル

に満たない端数は１メートルとする。 
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議案第９７号 

 

   大東市基金条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市基金条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市学校施設整備基金を設置することに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市基金条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市基金条例（平成２年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 

第１条第１項の表大東市教育文化基金の項の次に次のように加える。 

大東市学校施設整備基金 学校施設の整備に要する資金に充てるため資金を積み立

てること。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９８号 

 

   大東市下水道条例の一部を改正する条例について 

 

大東市下水道条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２８年１１月２９日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

下水道事業の健全経営を図る必要があることから、公共下水道の使用料を改定すること

に伴い、所要の改正を行うため。  
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大東市下水道条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市下水道条例（平成９年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 

別表中「６２６円」を「７５１円」に、「８７円」を「１０４円」に、「１０１円」を 

「１２１円」に、「１２１円」を「１４５円」に、「１５５円」を「１８６円」に、「１８４

円」を「２２０円」に、「２１３円」を「２５５円」に、「２４２円」を「２９０円」に、

「２７１円」を「３２５円」に、「３００円」を「３６０円」に、「２２円」を「２６円」

に、「２５円」を「３０円」に、「２８円」を「３３円」に改める。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の大東市下水道条例（以下「改正後の条例」という。）の規定

は、この条例の施行日（以下「施行日」という。）以後の汚水排出量に係る公共下水道

の使用料（以下「使用料」という。）について適用し、同日前の使用料については、な

お従前の例による。 

３ 前項の場合において、施行日前から施行日以後まで引き続く汚水排出量に係る公共下

水道の使用者の施行日以後の改正後の条例第１８条の規定に基づき最初に算定する使用

料の額については、当該排出量を各日均等に排出したものとみなして算定する。 

４ 前２項の規定による使用料の算出において生じる１円未満の端数処理の方法について

は、上下水道事業管理者が別に定める。 


